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1. はじめに 
1-1.背景・目的 

日本は,地震・台風などの自然災害による被

害が多発する災害大国である．阪神淡路大震災

や東日本大震災では,甚大な被害と犠牲者が出

ており,近年では南海トラフ地震の発生による

被害についても危惧されている．大規模な災害

の際には行政による公助には限界があり,住民

の自助・共助が重要となる.しかし,現代では地

域コミュニティの衰退が進んでおり,災害時の

自助・共助が起こらない可能性が問題視されて

いる. 

住民の自助・共助を育て,災害や緊急時の被

害を少なくするためには,地域住民に向けた防

災活動が必要となる.地域住民に対する防災活

動を身近に行っているのは町内会であり,防災

活動を通して防災に対する意識を持たせるだ

けでなく,地域の活性化,顔の見える関係性,住

民同士のコミュニティを構成するきっかけに

なる. 

本研究では習志野市の町内会を対象に,防災

活動の実態,防災活動の地域コミュニティとの

関係性についてアンケート,ヒアリング調査を

行う.そして,調査結果から防災活動の現状とコ

ミュニティへの寄与について考察することを

目的とする. 

1-2.研究方法・対象 

 習志野市にある16の連合町会の内,調査協力

を得られた連合町会を対象とする. 

1:各連合町会で行われるまちづくり会議に参

加し,参加している町内会長に自主防災組織

の有無,防災活動の実態,防災活動による地域

との関係性の構築についてアンケート調査

を行う. 

2:調査協力を得られた連合町会長に,連合町会

の会の構成や連合町会単位での防災活動の

有無,会の防災活動への参加についてヒアリ

ング調査を行う. 

3: 結果から,防災活動の現状と課題を明らか

にし,防砂活動のコミュニティ形成への寄与

について考察する. 

 

 

1-3.習志野市の町内会について 

 習志野市はコミュニティ単位を小学校区単

位として14の地区に分けられている.そして14

の地区を基に連合町会が分けられており,連合

町会数16,町内会数249で構成されている.まち

づくり会議は16の連合町会を基に行われるが,

一部コミュニティ区分で行う連合町会や合同

で行う連合町会もある. 

図1 習志野市の16の連合町会の区域分け 

 

1-4.対象となる町内会 

 調査の対象となるのは,習志野市内の16ある

連合町会の内,調査協力を得ることができた,鷺

沼連合町会本大久保連合町会,東習志野連合町

会の3町会である.各町内会へのアンケート回

答率はそれぞれ鷺沼連合町会82％,本大久保連

合町会83％,東習志野連合町会88％である.な

お,以降は鷺沼連合町会をA,本大久連合町会を

B,東習志野連合町会をCと表記する. 

 

表1 調査した連合町会の概要 

 
 

A B C

コミュニティ 鷺沼 本大久保 東習志野

東習志野

実花

町会数 11 12 8

アンケート

回答町会数
9 10 7

回答率 82% 83% 88%

東習志野・

実花

まちづくり

会議
鷺沼 本大久保

連合町会 鷺沼・鷺沼台
大久保・泉・

本大久保
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2. 町内会における防災活動 
2-1.各町内会の自主防災組織の活動実態 

自主防災組織の結成率は,A が 100%,B が

82％,Cが 86％であり,自主防災組織の結成率

が全体的に高いことがわかる.また,自主防災

組織の活動内容について,防災活動が最も多

いが,祭りや会議といった地域活動を行う役

割も持つ.このことから,自主防災組織は防災

に関する活動だけでなく,地域活動のグルー

プとして機能していることがわかる.一方で,

自主防災組織による防災活動がない町内会も

ある. 

図 2 自主防災組織の活動実態 

 

2-2. 各町内会の防災活動の実態 

 防災活動を行っているのは 26町会の内,25

町会である.1町会のみ防災活動を行っていな

い町会があり,主体となる人物がいないこと

を理由として挙げている. 

① 活動頻度 

３つの連合町会全体で,防災活動の活動頻

度で最も多いのは年に２～３回である.また,

年に 1 回の町内会も半数程度あるため,防災

活動自体は頻繁に行われるものではないこと

がわかる. 

② 参加人数 

３つの連合町会全体で,防災活動の参加人

数で最も多いのは1～3割である.4～6割の町

内会は 3町会のみであり,3町会とも町内会人

数が 100人前後の町会である. 

③ 年齢層 

３つの連合町会全体で,防災活動に参加す

ることが多い年齢層で最も多いのは 70 代で

ある.次に 60 代が多く,40～50 代と年齢が若

い順に参加する人数は減少する.20～30 代の

参加も多いと答えた町内会は 3 町会であ

り,10 代の参加が多いと答えた町内会は 0 ヵ

所である.この結果から,若い年齢層の防災に

対する意識の低さが問題であると考える. 

④ 課題 

３つの連合町会全体で,防災活動に課題が

あると答えた町内会は 20 町会である.課題と

して最も多いのは担い手不足であり,町内会

内の高齢化が進む一方で,町内会の引継ぎを

行う若い年齢層が減少していることが原因で

あると考える.また,課題として次に多いのは

参加人数であり,②の結果からも町内会にお

いて防災活動の共通問題として捉えられてい

ることがわかる. 

図3 ①町内会における防災活動の頻度 

図 4 ②町内会における防災活動の参加割合 

図 5 ③防災活動に参加する年齢層 

図 6 ④町内会における防災活動の課題 
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3. 防災による地域づくりとコミュニティ 

3-1.消防組織との連携 

３つの連合町会全体で,防災活動を行う上

で消防署や消防団といった消防組織に協力を

依頼しているのは 16 町会である.消防組織は

町内会や自主防災組織からの依頼を受けて防

災活動などを手助けすることが多い.そのた

め,多くの町内会が消防組織に協力を依頼し

て防災についての知識や理解を深めているこ

とがわかる.また,消防組織との連携を図るこ

とで,災害時の迅速な対応や祭りなどの地域

活動の協力などにつながり,地域防災力向上,

地域活性化につながる.しかし,B は消防組織

との関係性がない町会が多く,緊急時の消防

組織との円滑な連携ができない可能性がある

と考える. 

3-2.地域活動との関連性 

３つの連合町会全体で,地域活動と防災活

動が関係あると答えた町内会は 15 町会であ

る.多くみられるのは地域の祭りとの関係性

である.祭りの中で防災に関するイベントを

行うことで,より多くの地域住民に対して防

災意識を持たせるきっかけとなることが理由

としてあげられる.また,祭りやイベントを行

う際に災害時に使用するテントや照明器具と

いった機材を実際に使用する,災害時を想定

した炊き出しを行う町内会も複数ある.災害

時に使用する機材を用いることで,防災活動

の振り返りや災害時を想定した予行練習とし

て活動を行うことができる.また,消防組織や

自主防災組織で年末年始のパトロールを行う

町内会が複数あり,町内会の安全や防災啓蒙

活動につながる. 

3-3.防災活動によるコミュニティ形成 

３つの連合町会全体で,防災活動が地域コ

ミュニティの形成に役立っていると答えた町

内会は20町会である.このことから,防災活動

は地域コミュニティを形成・活性化させる役

割を持っていると考える.最も多い回答は,住

民同士の顔合わせを行う機会になるである.

日ごろから隣人同士でも顔を合わせる機会が

少ないため,防災活動を通して近くの住民の

認識,関心を持つ場として機能している.また,

防災活動を通して町内会の役員通しのつなが

りが増えることで,地域活動を行う際にも,自

主防災組織や防災活動のグループでのつなが

りを生かすことでき,活動を円滑に進めるこ

とができる. 

3-4.連合町会単位での防災活動 

B の連合町会長にヒアリング調査を行う

と,Bでは連合町会単位で年に2回防災に関す

る活動を行っている.一つ目は防災会議で,各

町内会長と自主防災会長,市職員を招いて自

主防災組織の活動把握,意見交換,2 つ目は一

日防災館注）で,市と社会福祉協議会との共催

で,自衛隊,消防本部を招き,実践的な防災訓練

を行っている. B では太鼓クラブが結成さ

れており,一日防災館の防災活動に参加し,お

昼には演奏を披露している. 

また,B では防災活動を通して所属する各

町内会,自主防災組織との交流を行っている.

さらに,消防組織や市との連携,クラブの防災

活動参加とクラブ活動の披露などを行うこと

で,防災活動による地域のグループ同士での

関係性の構築を図っている. 

 

表 2 防災活動と関係する地域活動 

表 3 防災活動によるコミュニティ形成 
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4. 地域コミュニティへの寄与の考察 
4-1.地域コミュニティへの寄与 

防災活動の頻度や参加割合,年齢層,ヒアリ

ングから,地域コミュニティに寄与している

点としては近隣住民の顔合わせと確認が基本

となっていると考える.しかし,防災活動を運

営する町内会組員や自主防災組織は,祭りや

まちづくり会議などの地域コミュニティ形成

を担う活動のグループとして貢献している.

また,防災活動を行うことで組員同士のつな

がりが増え,他の活動を行う際や役員を決め

る際のコミュニケーションを円滑にすること

ができる.町内会における防災活動は単なる

防災に関する教育を行う場ではなく,町内会

内で行われる地域活動や様々なグループの円

滑な運営を手助けする場として機能している

と考える. 

4-2.防災活動の現状と課題点 

調査結果から,防災活動の現状として,実施

している町内会が殆どであるが,活発的に行

っている町内会はごくわずかであることがわ

かる.また,防災活動に参加するのは,町内会に

所属する住民の中でも少人数であり,高齢者

の参加が多い一方で若者の参加はあまりない

ことがわかる.若者の参加率の低さ,参加人数

の不足により,防災に対する知識や意識を持

つ住民の減少が進み,地域防災力低下が問題

となると考える. 

 

5. まとめ 
本稿では,習志野市を対象として町内会に

おける防災活動の現状とコミュニティ形成へ

の寄与について明らかにし考察を行った. 

防災活動は,ほとんどの町内会で行われて

おり,活動を通して地域住民の顔合わせやお

互いを認知する場となっている.また,防災活

動を通した町内会組員のコミュニティ強化,

自主防災組織といったグループの地域活動の

貢献など,防災活動が町内会内のコミュニテ

ィ形成の一助となっている要素であることが

わかる.連合町会単位では防災活動を通して,

町内会同士や会に所属する人々が交流してお

り,広い範囲でコミュニティに寄与している. 

しかし,参加人数,若年層の参加率の少なさ

などが問題となっており,担い手不足などに

より今後の防災活動の運営が難しくなる現状

がある. 

住民の自助共助を育て,地域コミュニティ

を形成・活性化させるために,町内会における

防災活動は必要である.今後も防災活動を行

うためには,より多くの住民,若年層の参加を

促し,担い手を獲得する必要があると考える.

また,防災活動を通して,各町内会や他の区域

の住民,消防組織との関係性を構築し,市全体

の地域防災力向上を図ることが,災害による

被害を最小限に抑え住民同士のコミュニティ

の形成につながると考える. 

 

注）一日防災館は、今年から行われている本大久保

連合町会による防災訓練である。 
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